





















































































～政治不信を乗り越えるための国会改革～㈵2018 年 6 月。




















































ど目立った動きがみられない。大島議長のもとで 2016 年 12 月および 2017
年 1 月に約 5年ぶりで開かれたが，短時間の意見交換に終わっている。
　国会改革に向けた議論において，与野党の不一致が生じるのは，ある意味
(8) 読売新聞 2018 年 12 月 14 日朝刊А空洞国会（中）Ё制度設計　政省令に委任Б
ほか。
(9) 議会制度協議会の設置の経緯およびその後の活動については，吉田文和А衆議





























波講座憲法 4　変容する統治システム㈵（岩波書店，2007 年）109┡130 頁，同
А議事手続再考ЁАねじれ国会Бにおける審議の実質化をめざしてЁБ駒澤法学
7巻 3号（2008 年），同А誰のための国会改革？Ё開かれた政策決定過程の実
現に向かってБ世界と議会 543 号（2010 年），同А忘れられた改革Ё国会改革






























ァレンス 2006 年 7 月号，武田美智代・山本真生子А主な国会改革提言とその
論点Бレファレンス 2006 年 11 月号，桐原康栄・帖佐廉史А国会改革の経緯と



















































































































































































は，以下を参照。Alexandra Kelso, Parliamentary reform at Westminster,



























minster Parliament's critical friend）Бを自認する。協会のメンバーとして，
両院議長，多数の議員および議会研究者が加入している（https://www.hans
ardsociety.org.uk/）。
(24) Hansard Society, Making the Law: The Report of the Hansard Society






(26) HC 190 (1997┡98), The Legislative Process, First Report from the Select
Committee on Modernisation of the House of Commons, HMSO, London,
para. 102.
(27) HC 543 (1997┡98), Carry-Over of Public Bills, Third Report from the Se-
lect Committee on Modernisation of the House of Commons, HMSO, Lon-
don.








した。暫定議事規則は同年 10 月 22 日に可決され，2003 年から 2004 年の間
に 5件の法案の継続審議が認められた。2年の試行期間ののち，暫定議事規
則は 2004 年 10 月 26 日の本会議において恒久化された。
　その後も継続審議の対象拡大が議論され，2011 年 12 月 14 日には，歳入












ber 03236, 2 May 2017 には，継続の手続がとられた法案の一覧表が掲載され
ている。
(29) HC 1168┡I (2001┡2), Modernisation of the House of Commons: A Reform
Programme, Second Report from the Select Committee on Modernisation of
the House of Commons, HMSO, London, paras 35┡44.
(30) 新税の創設や増税を内容とする法案の審議において必要とされる手続。

























(33) Philip Norton, supra note 15, p.30.
(34) 本稿は省庁別特別委員会改革の内容に踏み込むことを目的とするものではない
が，1979 年以降の改革の全体像を紹介したものとして，梅津實Аイギリス下



























(36) HC 323┡I (1996┡97), The Work of the Select Committees, First Report from
the Liaison Committee, HMSO, London.
(37) HC 300 (1999┡2000), Shifting the Balance: Select Committee and the Exec-
utive, First Report from the Liaison Committee, HMSO, London, paras.
10┡20.
(38) 委員会は 19 カ月に及ぶ審議を経て，以下の報告書をまとめている。Hansard
Society, The Challenge for Parliament: Making Government Accountable,
Vacher Dod, London, 2001.














意見聴取を行ったのち，2002 年 2 月に特別委員会としての改革案をまとめ
た(45)。しかし，5月 14 日の本会議では，近代化委員会提案のもう一つの柱
であったА特別委員会の中核的任務（core tasks）Бについて合意が得られた
ものの，任命委員会の新設による委員選任方法の改革案は 14 票差（賛成 195
対反対 209）で否決されてしまった。自分たちの権限縮小をおそれた院内幹
(40) Conservative Party, Strengthening Parliament: The Report of the Commis-
sion to Strengthen Parliament, Conservative Party, London, 2000.
(41) Kelso, supra note 21, p.114.
(42) All┡Party Group on Parliamentary Reform や The Parliament First Group の
活動にはハンサード協会が関与していたという（Ibid▆, p.121）。以下は，ハン
サード協会関係者が特別委員会改革を回顧した論考である。Alex Brazier and
Ruth Fox, Reviewing Select Committee Tasks and Modes of Operation,
Parliamentary Affairs, vol.64 (2011), pp.354┡369.
(43) イギリスにおいては，議会与党のリーダーである院内総務は閣僚ポストであ
る。
(44) HC 440 (2001┡2), Modernisation of the House of Commons: A Reform Pro-
gramme for Consultation, Memorandum submitted by the Leader of the
House of Commons, HMSO, London, para. 2.
(45) HC 224┡I and II (2001┡2), Select Committees, First Report from the Select












議員を委員長とする下院改革委員会（House of Commons Reform Committee）
を設置して協議を再開した。同委員会は，11 月に報告書(49)を公表し，政党
幹部の関与を排除するため，特別委員会委員および委員長の選任に秘密投票





(46) Kelso, supra note 21, pp.125┡129.
(47) 大山，前掲注 32，62┡76 頁。
(48) HC Debates, 10 June 2009, col. 797.
(49) HC 1117 (2008┡2009), Rebuilding the House, First Report from the House





うだ（Stephen Bates, Mark Goodwin and Stephen McKay, Do UK MPs en-
gage more with Select Committees since the Wright Reforms? An Interrupt-
ed Time Series Analysis, 1979┡2016, Parliamentary Affairs, vol.70 (2017),
pp.780┡800.）。
(51) ハンサード協会が 2019 年 4 月 25 日に連絡委員会に提出した文書は，政党内で

























evidence to the House of Commons Liaison Committee: The effectiveness
and influence of the select committee system, Hansard Society, 2019.）。






























































(57) Kelso, supra note 21, p.45.
国会改革の作法
(319)
(法学 2019) 83Ё3Ё49
府や与党議員の側に改革への意欲，とくに議案審議の実効性や行政監視の強
化を目的とする改革への積極的な取り組みを期待することは困難になる。
　野党の分裂も改革実行への妨げになっているかもしれない。国会改革は与
野党の合意を得て進めるのが原則だが，現状では野党の分裂によって，与野
党の協議がより困難になっているという指摘がある(58)。
　そして，もう一つの，より深刻な問題は，近年の国会改革論議がほぼ運用
の改善に終始し，国会関連法規の改正を要する制度改革に関心が向いていな
いことだ。過去の国会法改正経過をみると，初期には議案審議の手続を変更
する改正もみられたが，1955 年の第 5次改正を最後に議事手続に直接関わ
る改正はほとんど姿を消している(59)。その後の大きな改正としては，1999
年の国会審議活性化法制定による改正（政府委員制度の廃止，党首討論の導入）
があげられる程度である。
　国会法改正が低調となった原因は，いわゆる 55 年体制の定着に求められ
よう。55 年体制のもとでは，与党議員の意見を政策決定に反映させるシス
テムとしていわゆる事前審査制が整備され，与野党間の協議のチャンネルと
して国対政治が機能していたため，公式の制度の改正に頼るまでもなく，運
用によって国会運営の円滑化を図ることが可能であった。そのために，与野
党を問わず，制度改革への動機と意欲が薄れていったと考えられる。
　事前審査制や国対政治が幅広い利害関係者の意見を政策決定に反映させ，
国会審議の予測可能性を高める効果をもったことは事実であり，研究者のな
かにも積極的な評価を下すものが少なくなかった。しかし，国会外の場での
決定は透明性を欠き，国民への説明責任を果たすという意味で問題が多いう
え，決定の質も政党間の人間関係や党内の力関係に左右されがちである。
(58) 議長経験者の話（前掲注 53）。
(59) 国会法の改正経緯については，衆議院事務局編㈶逐条国会法　第 8巻　補巻
〈追録〉㈵（信山社，2010 年）を参照。
(320)
83Ё3Ё50
　選挙制度改革をはじめとする一連の政治改革を経た現在，事前審査制は形
骸化が著しく，また，人間関係に依存していた国対政治も機能しなくなって
いる。非公式な運用に頼る国会運営は限界に達しており，今後は，国会関連
法規の見直しによって，公式な議事手続の改善を図る必要があるのではない
か。その際，改革に向けた議論も国会内の公式の場で行うべきであろう。
　制度改革の実現には，当事者である議員の大多数が改革の必要性を理解し
ていることが大前提となる。2001 年のイギリス議会の経験は，議会の危機
が改革をもたらす可能性を示している。現在の国会はすでに危機的状況にあ
ると思えるが，問題は国会議員自身が危機意識を持てるかどうか，そして，
運用での解決に頼らず，制度改革に取り組む決意があるかどうかである。
国会改革の作法
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(法学 2019) 83Ё3Ё51
